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精華町特殊詐欺等防止対策機器購入費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者の特殊詐欺被害を未然に防止するため、

特殊詐欺等防止対策機器の購入に要する費用の一部について、予算

の範囲内で精華町特殊詐欺等防止対策機器購入費補助金（以下「補

助金」という。）を交付することに関し、精華町補助金等の交付に

関する規則（平成２２年規則第１９号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「特殊詐欺等防止対策機器」とは、通話の

内容を自動的に録音する機能及び着信時に相手方に対し、録音を行

う旨の応答を自動的に行う機能を有する固定電話又は固定電話に接

続して使用する機器をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）精華町に居住し、かつ、精華町の住民基本台帳に記録されてい 

  ること。 

（２）規則第４条の交付申請を行う日において、世帯員に満６５歳以 

上の者がいること。 

（３）町税の滞納がないこと。 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」とい

う。）は、特殊詐欺等防止対策機器の購入及びその設置に要する費

用（付随するサービスの加入及び利用に要する費用を除く。）とす

る。 

（補助金の額及び交付回数） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（１

００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）とする。

ただし、その額が１０，０００円を超える場合は、１０，０００円

とする。 

２ 補助金の交付回数は、一世帯につき１回限りとする。 

（交付の申請） 
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第６条 規則第４条の申請書は、精華町特殊詐欺等防止対策機器購入

費補助金交付申請書（別記様式第１号）とする。 

２ 規則第４条の事業計画書は、事業計画書（別記様式第２号）とす

る。 

３ 規則第４条の収支予算書は、収支予算書（別記様式第３号）とす

る。 

４ 規則第４条の町長が必要と認める書類は、次に掲げる書類とする。 

（１）第２条に該当する機器であることが確認できる書類 

（２）第３条に該当する者であることが確認できる書類 

（決定の通知） 

第７条 規則第６条の規定による通知は、精華町特殊詐欺等防止対策

機器購入費補助金交付決定通知書（別記様式第４号）によるものと

する。 

（実績報告） 

第８条 規則第１１条の補助事業等完了実績報告書は、精華町特殊詐

欺等防止対策機器購入費補助金実績報告書（別記様式第５号）とす

る。 

２ 規則第１１条の収支決算書は、収支決算書（別記様式第６号）と

する。 

３ 規則第１１条の町長が必要と認める書類は、事業報告書（別記様

式第７号）とする。 

（補助金の額の確定） 

第９条 規則第１２条第１項の規定による通知は、精華町特殊詐欺等

防止対策機器購入費補助金確定通知書（別記様式第８号）によるも

のとする。 

（補助金の交付） 

第１０条 補助対象者は、補助金の額が確定した場合において、補助

金の交付を請求しようとするときは、精華町特殊詐欺等防止対策機

器購入費補助金交付請求書（別記様式第９号）を町長に提出しなけ

ればならい。 

２ 町長は、前項の請求書を受理し、適当と認めた場合は、当該補助

金を補助対象者に交付する。 

（委任） 
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第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に

定める。 

 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行し、令和３年度分の補助金から適用

する。 

  


